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非公式訳 

投資委員会布告 

第 16/2567 号 

件名：投資奨励を受けた外国法人に対する事務所および居住用の 

土地所有権を認める基準 

-------------------------------------------------- 

投資奨励を受けた外国法人に対する事業の遂行の円滑化に関する基準を改定

し現在の状況に適するため、仏暦 2520 年（1977 年）投資奨励法第 27 条にの権限に基づ

き、投資委員会が仏暦 2565年（2022年）8月 8日付投資委員会布告第 6/2565 号を取り消

し、以下のように発布する。 

第 1 項 5,000 万バーツ以上の払込登録資本金を有している投資奨励を受け

た外国法人は、事務所および居住用のための土地所有権が許可される。また、許可の基準お

よび条件は以下のとおり定める。 

1.1 投資奨励を受けた事業の事務所用の土地所有権は 5 ライを超え

てはならない。 

1.2 建物であるオペレーターの居住用の土地所有権は 20 ライを超

えてはならない。 

1.3 事務所および居住用の土地は、事業所が所在する土地と同一の

区域にあるか否かは問わない。 

尚、特別な理由や必要がある場合、事務局は必要に応じてケースバ

イケースで検討する。 

第 2 項 被奨励者の地位を失った後、1 年以内に土地を売却または譲渡しな

ければならない。 

第 3 項 業種、事業所からの距離、部屋の広さ等に関して必要に応じて追加

の基準を発布する権限を事務局に委ねる。 

 

尚、只今より有効とする。 
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